
平成２７年度

下水道事業会計予算の概要



１．平成２７年度予算の作成方針

当市の下水道事業は、収入面においては、人口減少や節水意識の高まりな

どを背景に、経営の基本たる使用料収入の減少が予想される一方、支出面に

おいては、電気料金の値上げや施設・設備の老朽化などにより維持管理費の

増嵩が見込まれるほか、今後数年は資本費の高止まりが予想されるなど、厳

しい経営環境に置かれています。

そうした中にあって、汚水を適切に処理し、衛生的な生活環境を確保する

とともに、大雨等による浸水災害の発生を防止するという公共的使命を果た

すためには、公営企業としての経済性を最大限に発揮し、効率的な経営を行

っていかなければなりません。

こうした認識の下、平成２７年度予算の編成にあたっては、収入、支出両

面において、次の考え方に基づき予算編成にあたりました。

収入面においては、経営の基本たる使用料収入が減少傾向で推移していく

ことを踏まえ、使用料予算額の算定にあたり、今後５年間の収入見込みを積

算し、長期的な視点を踏まえて作業にあたりました。

また、一般会計負担金及び補助金については、総務省が示す「地方公営企

業繰出金について」、いわゆる繰出基準に基づき、繰出基準額全額を適切に予

算計上しました。

支出面においては、厳しい経営環境の中にあっても、下水道施設の適切な

維持管理を行っていくため、ゼロベースで維持管理経費を積み上げることは

もちろん、ライフサイクルコストを低減する観点から、資本的支出において、

施設の効率的な維持管理に資する事業を重点化するとともに、収益的支出に

おいても、経費間の優先順位を明確化し、メリハリの利いた予算計上に留意

しました。

また、資本的支出においては、平成２３年度をもって供用開始区域の拡大

が一段落した状況の中、市内各所で大雨等による浸水被害が頻発しているこ

とを踏まえ、平成２２年度以降、既設雨水管渠の改築更新や新設を計画的に

進めてきましたが、平成２７年度においても、将来の経営に与える影響に最

大限留意するとともに、国庫補助の状況などにも配意しながら、これら計画

に基づき着実に事業を実施するために必要な予算を計上しました。



２．平成２７年度予算の概要

平成２７年度の予算総額は、（公共下水道事業、個別排水処理施設事業をあ

わせて）収益的収支（３条予算）は、収入が１８億７，２００万円、支出が１

８億７，１９０万円、資本的収支（４条予算）は、収入が１１億２，３９０万

円、支出が１７億８８０万円となりました。 

なお、資本的収入額が資本的支出額に不足する額５億８，４９０万円につい

ては、当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額２，０２７万４，０００

円、当年度損益勘定留保資金５億６，４６２万６，０００円で補てんいたしま

す。 

３．収益的収入及び支出 

１）収益的収入 
【営業収益】 

（１）使用料 

  下水道使用料は、既存接続戸数１８，２６９戸、年度中の新規接続戸数２

９０戸、総接続戸数１８，５５９戸と見込み、当初予算額を６億１，４３７

万２，０００円（対前年度４６１万６，０００円増／０．７６％増）としま

した。 

  個別排水処理使用料は、既存設置基数６２基、年度中の新規設置基数１０

基、総設置基数７２基と見込み、当初予算額を２６９万５，０００円（対前年

度１２万円増／４．６６％増）としました。 

（単位：千円）

収　入 支　出

1,872,000 1,871,900

公共下水道事業 1,860,538 1,860,180

個別排水処理施設事業 11,462 11,720

1,123,900 1,708,800

公共下水道事業 1,110,293 1,693,267

個別排水処理施設事業 13,607 15,533

収益的収支（３条予算）

資本的収支（４条予算）

区　　分

（単位：千円）

平成２７年度当初 平成２６年度当初 対前年度増減

614,372 609,756 4,616

2,695 2,575 120

区　　分

下水道使用料

個別排水処理使用料



（２）処理料 

し尿投入施設受入分の下水道処理量を１１，３７７㎥と見込み、当初予算額

を２，７５３万２，０００円（対前年度３２万４，０００円減／１．１６％

減）とします。 

（３）他会計負担金 

公共下水道事業の雨水処理に係る一般会計負担金として、雨水処理に係る人

件費分、維持管理経費分、資本費分を見込み、当初予算額を５，７８７万７，

０００円（対前年度１，４７９万７，０００円増／３４．３５％増）としま

す。 

（４）その他営業収益 

下水道台帳図の閲覧手数料を見込み、当初予算額を１０万８，０００円と

します。 

【営業外収益】 

（１）他会計補助金 

公共下水道事業分として、公共下水道事業債の償還利子、分流式下水道に要

する経費などに係る一般会計補助金を７億２，４７５万２，０００円、個別

排水処理施設事業分として、個別排水処理事業債の償還利子などに係る一般

会計補助金を７７８万円と見込み、計７億３，２５３万２，０００円（対前

年度６，６３３万６，０００円減／８．３０％減）とします。

（単位：千円）

平成２７年度当初 平成２６年度当初 対前年度増減

27,532 27,856 ▲ 324

区　　分

処理料

（単位：千円）

平成２７年度当初 平成２６年度当初 対前年度増減

57,877 43,080 14,797

区　　分

他会計負担金
（雨水処理に係る一般会計負担金）

（単位：千円）

平成２７年度当初 平成２６年度当初 対前年度増減

724,752 793,002 ▲ 68,250

7,780 5,866 1,914

区　　分

一般会計補助金（公共下水道事業）

一般会計補助金（個別排水処理施設事業）



（２）長期前受金戻入 

減価償却費に対応する長期前受金戻入金として、公共下水道事業分を４億１，

２９４万６，０００円、個別排水処理施設事業分を９８万７，０００円と見

込み、計４億１，３９３万３，０００円（対前年度５，７０５万円増／１６．

００％増）とします。 

（３）その他営業外収益 

  し尿投入施設の維持管理に係る一般会計負担金を１，９２０万２，０００

円、し尿投入施設整備に係る公債費（利子分）に対する一般会計負担金を３６

１万４，０００円と見込み、計２，２８１万６，０００円（対前年度６万１，

０００円増／０．２７％増）とします。 

（４）雑収益 

  雑収益は、当初予算額を１３万５，０００円と見込みます。 

２）収益的支出 
【営業費用】 

（１）管渠費 

 管渠費は、下水道管渠の維持管理に係る経費を見込み、当初予算額を５，

６１４万９，０００円（対前年度２５０万６，０００円増／４．６７％増）

とします。 

（２）処理場費 

 処理場費は、若山浄化センターの維持管理に係る経費を見込み、当初予算

額を２億９，４１３万９，０００円（対前年度１，３４８万７，０００円増

／４．８１％増）とします。 

（単位：千円）

平成２７年度当初 平成２６年度当初 対前年度増減

19,202 18,911 291

3,614 3,844 ▲ 230

区　　分

し尿投入施設維持管理負担金

汚水処理施設共同整備事業費負担金

（単位：千円）

平成２７年度当初 平成２６年度当初 対前年度増減

412,946 356,581 56,365

987 302 685

区　　分

長期前受金戻入（公共下水道事業）

長期前受金戻入（個別排水処理施設事業）



（３）排水設備促進費 

 排水設備促進費は、水洗化促進に係る経費を見込み、当初予算額を３７万

６，０００円（対前年度８万３，０００円減／１８．０８％減）とします。 

（４）し尿投入施設運転管理費 

 し尿投入施設運転管理費は、し尿投入施設の運転管理に係る経費を見込み、

当初予算額を６８１万６，０００円（対前年度２４万３，０００円増／３．

７０％増）とします。 

（５）個別排水施設運転管理費 

 個別排水施設運転管理費は、個別排水施設の運転管理に係る経費を見込み、

当初予算額を６２４万２，０００円（対前年度５４万３，０００円増／９．

５３％増）とします。 

（６）総係費 

  総係費は、公共下水道の一般管理に係る経費を見込み、当初予算額を３，

４０５万１，０００円（対前年度３５４万８，０００円減／９．４４％減）

とします。 

（７）職員給与費 

 職員給与費は、公共下水道事業及び個別排水処理施設事業の維持管理など

に従事する職員の給与費を見込み、当初予算額を６，５６２万９，０００円

（対前年度１，６８５万８，０００円減／２０．４４％減）とします。 

（８）減価償却費 

 減価償却費は、公共下水道事業分を９億７，８４１万５，０００円、個別

排水処理施設事業分を３３３万９，０００円と見込み、計９億８，１７５万

４，０００円（対前年度２，１１７万３，０００円減／２．１１％減）とし

ます。 

（９）資産減耗費 

 資産減耗費は、当初予算額を１，３４０万１，０００円（対前年度１，８

７０万円減／５８．２５％減）とします。 

（１０）その他営業費用 

 その他営業費用は、当初予算額を２，０００円（対前年度２，０００円減

／５０．００％減）とします。 



【営業外費用】 

（１）支払利息 

  支払利息は、公共下水道事業分を３億８，９８０万９，０００円、個別排

水処理施設事業分を１６３万２，０００円と見込み、計３億９，１４４万１，

０００円（対前年度１，９３０万３，０００円減／４．７０％減）とします。 

（２）消費税及び地方消費税 

  消費税及び地方消費税は、当初予算額を２，０１９万円（対前年度４６８

万１，０００円減／１８．８２％減）とします。 

（３）雑支出 

  雑支出は、当初予算額を２０万円（皆増）とします。 

（単位：千円）

平成２７年度当初 平成２６年度当初 対前年度増減

56,149 53,643 2,506

294,139 280,652 13,487

376 459 ▲ 83

6,816 6,573 243

6,242 5,699 543

34,051 37,599 ▲ 3,548

65,629 82,487 ▲ 16,858

981,754 1,002,927 ▲ 21,173

公共下水道事業分 978,415 999,680 ▲ 21,265

個別排水処理施設事業分 3,339 3,247 92

13,401 32,101 ▲ 18,700

2 4 ▲ 2その他営業費用

資産減耗費

区　　分

総係費

職員給与費

管渠費

処理場費

し尿投入施設運転管理費

排水設備促進費

個別排水処理管理費

減価償却費



【特別損失】 

  特別損失は、当初予算額を１万円とします。 

【予備費】 

  予備費は、当初予算額を１５０万円とします。 

４．資本的収入及び支出 

１）資本的収入 
（１）企業債 

  企業債は、公共下水道事業分として、下水道事業債（補助事業分）を１億

４，６９０万円、下水道事業債（単独事業分）を１億９，９３０万円、資本

費平準化債を３億５，０６０万円、特別措置分を９，７６０万円、個別排水

処理施設事業分として、個別排水処理事業債を１，０７０万円と見込み、計

８億５１０万円（対前年度６，６５０万円減／７．８４％減）とします。 

（単位：千円）

平成２７年度当初 平成２６年度当初 対前年度増減

794,400 837,200 ▲ 42,800

下水道事業債（補助事業分） 146,900 209,800 ▲ 62,900

下水道事業債（単独事業分） 199,300 188,600 10,700

資本費平準化債 350,600 339,000 11,600

特別措置分 97,600 99,800 ▲ 2,200

10,700 10,700 0

区　　分

企業債（公共下水道事業分）

企業債（個別排水処理施設事業分）

（単位：千円）

平成２７年度当初 平成２６年度当初 対前年度増減

391,441 410,744 ▲ 19,303

公共下水道事業分 389,809 409,064 ▲ 19,255

個別排水処理施設事業分 1,632 1,680 ▲ 48

20,190 24,871 ▲ 4,681

200 0 200

支払利息

雑支出

区　　分

消費税及び地方消費税



（２）負担金及び分担金 

  負担金及び分担金は、下水道事業受益者負担金を１，３９３万３，０００

円、下水道事業受益者分担金を２６万８，０００円、し尿投入施設整備に係

る公債費（元金分）に対する一般会計負担金を３４８万１，０００円、個別

排水処理施設受益者分担金を５９万円と見込み、計１，８２７万２，０００

円（対前年度９８７万３，０００円減／３５．０８％減）とします。 

（２）補助金 

  補助金は、公共下水道事業分として、管渠建設費及び処理場建設費に対す

る国庫補助金を１億５，４２０万円、公共水道事業債の償還元金に対する一

般会計補助金を１億４，４０１万１，０００円、個別排水処理施設事業分と

して、個別排水処理事業債の償還元金などに対する一般会計補助金を２３１

万７，０００円と見込み、計３億５２万８，０００円（対前年度１，２０６

万２，０００円減／３．８６％減）とします。 

（単位：千円）

平成２７年度当初 平成２６年度当初 対前年度増減

13,933 27,319 ▲ 13,386

268 199 69

3,481 0 3,481

590 627 ▲ 37

区　　分

下水道事業受益者負担金

下水道事業受益者分担金

汚水処理施設整備事業費負担金

個別排水処理施設受益者分担金

（単位：千円）

平成２７年度当初 平成２６年度当初 対前年度増減

154,200 237,700 ▲ 83,500

管渠建設費分 63,500 128,800 ▲ 65,300

処理場建設費分 90,700 108,900 ▲ 18,200

146,328 74,890 71,438

公共下水道事業分 144,011 72,776 71,235

個別排水処理施設事業分 2,317 2,114 203

区　　分

国庫補助金

一般会計補助金



２）資本的支出 
【建設改良費】 

（１）管渠建設費 

 雨水分については、平成２６年度に引き続き、中央町地区の浸水対策とし

て鉄南１号幹線雨水管渠新設工事を、若山町地区の浸水対策として若山町地

区雨水管渠新設工事を実施するほか、今後予定されている北海道による街路

事業に合せて管渠の新設工事を実施するため、来馬川３号幹線雨水管渠の実

施設計を行います。また、汚水分については、既設管のたるみが著しい常盤

町地区汚水管渠改築更新工事などを実施することとし、事業実施に係る事務

費などと合わせ、当初予算額を３億４，６３８万３，０００円（対前年度９，

４０８万８，０００円減／２１．３６％減）とします。 

（２）処理場建設費 

 若山浄化センターは、供用開始後２５年が経過し、主要設備機器の老朽化

が進んでいることから、下水道機能の停止を未然に防止するとともに、ライ

フサイクルコストの最小化を図るため、登別市下水道長寿命化計画に基づく

曝気装置の更新工事を実施するほか、汚泥貯留槽の増設工事を実施します。

また、処理場再構築に係る基本設計などを行うこととし、事業実施に係る事

務費などと合わせ、当初予算額を１億８，４５３万５，０００円（対前年度

６，００１万３，０００円減／２４．５４％減）とします。 

（３）個別排水処理整備費 

 個別排水処理施設の整備基数を１０基と見込み、当初予算額を１，２９６

万円（対前年度同額）とします。 

（単位：千円）

平成２７年度当初 平成２６年度当初 対前年度増減

346,383 440,471 ▲ 94,088

184,535 244,548 ▲ 60,013

12,960 12,960 0

区　　分

管渠建設費

処理場建設費

個別排水処理整備費

参考）工事請負費の内訳（収益的支出、資本的支出合計）
（単位：千円）

平成２７年度当初 平成２６年度当初 対前年度増減

323,938 417,942 ▲ 94,004

管渠費 15,466 13,343 2,123

管渠建設費 240,512 315,239 ▲ 74,727

処理場建設費 55,000 76,400 ▲ 21,400

個別排水処理整備費 12,960 12,960 0

区　　分

工事請負費





【企業債償還金】 

 企業債償還金については、公共下水道事業分を１１億６，１３４万９，０

００円、個別排水処理施設事業分を２０７万３，０００円と見込み、計１１

億６，３４２万２，０００円（対前年度４，８４０万１，０００円増／４．

３４％増）とします。 

【予備費】 

  予備費は、当初予算額を１５０万円とします。 

（単位：千円）

平成２７年度当初 平成２６年度当初 対前年度増減

1,163,422 1,115,021 48,401

公共下水道事業分 1,161,349 1,113,445 47,904

個別排水処理施設事業分 2,073 1,576 497

区　　分

企業債償還金

参考）公債費の状況
（単位：千円）

平成２７年度当初 平成２６年度当初 対前年度増減

1,163,422 1,115,021 48,401

公共下水道事業分 1,161,349 1,113,445 47,904

個別排水処理施設事業分 2,073 1,576 497

390,441 409,744 ▲ 19,303

公共下水道事業分 388,809 408,064 ▲ 19,255

個別排水処理施設事業分 1,632 1,680 ▲ 48

1,553,863 1,524,765 29,098

区　　分

元金

利子

合　　計



●平成２７年度下水道事業会計予算総括表
（単位：千円）

平成２７年度当初 平成２６年度当初 前年度増減

100 ▲ 81,500 81,600

1,872,000 1,861,900 10,100

702,584 683,371 19,213

使用料 617,067 612,331 4,736

処理料 27,532 27,856 ▲ 324

他会計負担金 57,877 43,080 14,797

その他営業収益 108 104 4

1,169,416 1,178,529 ▲ 9,113

他会計補助金 732,532 798,868 ▲ 66,336

長期前受金戻入 413,933 356,883 57,050

その他営業外収益 22,816 22,755 61

雑収益 135 23 112

1,871,900 1,943,400 ▲ 71,500

1,458,559 1,502,144 ▲ 43,585

管渠費 56,149 53,643 2,506

処理場費 294,139 280,652 13,487

排水設備促進費 376 459 ▲ 83

し尿投入施設運転管理費 6,816 6,573 243

個別排水処理管理費 6,242 5,699 543

総係費 34,051 37,599 ▲ 3,548

職員給与費 65,629 82,487 ▲ 16,858

減価償却費 981,754 1,002,927 ▲ 21,173

資産減耗費 13,401 32,101 ▲ 18,700

その他営業費用 2 4 ▲ 2

411,831 435,615 ▲ 23,784

支払利息 391,441 410,744 ▲ 19,303

消費税及び地方消費税 20,190 24,871 ▲ 4,681

雑支出 200 0 200

10 5,640 ▲ 5,630

1,500 1 1,499

▲ 584,900 ▲ 605,700 20,800

1,123,900 1,208,300 ▲ 84,400

805,100 847,900 ▲ 42,800

18,272 47,810 ▲ 29,538

負担金 13,933 27,319 ▲ 13,386

分担金 858 826 32

他会計負担金 3,481 19,665 ▲ 16,184

300,528 312,590 ▲ 12,062

国庫補助金 154,200 237,700 ▲ 83,500

他会計補助金 146,328 74,890 71,438

1,708,800 1,814,000 ▲ 105,200

543,878 697,979 ▲ 154,101

管渠建設費 346,383 440,471 ▲ 94,088

処理場建設費 184,535 244,548 ▲ 60,013

個別排水処理施設整備費 12,960 12,960 0

1,163,422 1,115,021 48,401

1,500 1,000 500

収入

企業債

支出

営業費用

営業外費用

資本的収支

特別損失

予備費

区　　分

収益的収支

収入

営業収益

営業外収益

負担金及び分担金

支出

建設改良費

予備費

補助金

企業債元金償還金


